
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度の改善を求める要望書 

～家族の意見（アンケート結果）や日常の電話相談から～ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年２月１日 

 

一般社団法人東京都知的障害児者生活サポート協会 

理事長 加藤 正仁 

 

 



【現在の状況】 

「第２期成年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されたのが２０２２年３月でした。第１

期計画（平成２９年度～令和３年度）を改め、利用者がメリットを実感できる成年後見制度の運

用改善、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、また、任意後見制度を優先していく事な

ど、安心して成年後見制度を利用できる環境整備がうたわれていました。しかしながら、今回の

アンケート結果を見る限り、第１期の５年間に何が進んだろうか疑問が残ります。確かに各地域

での相談窓口の整備は進んだのでしょう。現状は未だに制度そのものの理解が浸透しておらず、

成年後見制度を利用しても、将来への不安や使いづらさへの不満が一向に払拭されていません。 

当協会では会員個人及び施設を対象にアンケートを実施しました。結果は、高齢者向けに考えら

れてきた制度であるため、障がい者（特に知的障がい者）には、使いにくいものとなっており、利

用している人、していない人双方からその理由が明らかになりました。また後見業務についている

専門職の方の意見としても医療同意権など家族から求められてもできないことが、支援現場に混乱

を呈しています。 

協会としては、以下のように要望を申し上げる次第です。 

 

【要望したいこと】 

1. 後見業務が行われる過程において、本人の意思が反映できるよう、意思決定支援の仕組みをと

り入れていただきたい。 

2. 成年後見制度は、一度後見人が付くと生涯にわたり後見されることとなり、高齢者と比較する

と期間が長期に渡ることになります。終身ではなく有期もあり得るものとし、必要に応じて見

直しの機会が与えられるべきです。遺産相続など大きな金銭が動く場合や不動産契約など大き

な契約に直面した際など、期間を区切って後見利用ができるといった柔軟な運用ができるよう

にしていただきたい。 

3. 後見にかかる費用については被後見人の経済状態により定められた金額であるとはいえ、通常

金銭の動きがほとんどないのに常に後見料を支払い続けることになり実質的には貯蓄が目減

りし、払い続けられなくなることが危惧されています。公的支援の仕組みを新たに作っていた

だきたい。 

4. 現在の後見業務では、主に金銭管理や契約といった部分が大半を占めています。アンケート結

果からは本人に面会し、その意思や思いを把握し対応して欲しいという声が多数寄せられまし

た。例えば面接や支援会議への参加を含め、権利が守られるよう見守りや確認をする仕組みに

していただきたい。 

5. 医療同意権は家族以外認められていないが、家族の判断が難しい場合について本人の最善の利

益を考えたうえで一定の判断ができるような仕組みにしていただきたい。 

                                                                         以上 

 


